
ゴールドポイントマーケティングクレジットカード会員規約 

 

 

会員は、株式会社ゴールドポ゗ントマーケテゖング（以下「会社」といいます。）が定めるクレジットカード会員規約（この規約に

付帯して別に定める規約、規定および特約を含みます。以下「本規約」といいます。）に従い、会社が発行するクレジットカード（以

下「カード」といいます。）を利用することができます。 

 

 

第１部  一般条項 

第１章  会員 

第１条（会員） 

会員とは、本規約を承認のうえ、会社に入会の申込みをされ、会社が審査のうえ入会を認めた方をいいます。なお、会員は、個人

を対象とし、法人その他の団体は会員になることはできません。また、会社が入会を認めた日を契約成立日とします。 

第２条（お支払い口座の設定） 

会員は、原則として、入会時に、カードご利用代金等のお支払い口座の設定手続きをおとりいただきます。ただし、預金口座振替

依頼書等の不備等により手続き未了の場合は、遅くともカード発行日から 2 ヶ月以内にお支払い口座の設定手続きを完了していた

だきます。 

第３条（年会費） 

会員は、会社に対して、会社が特別の定めをする場合を除き、入会の年から毎年、会社が定める年会費をお支払いいただきます。

なお、年会費の金額、支払日は、会社が定める方法により通知いたします。また、お支払いいただいた年会費は、原則としてお返

しいたしません。 

第４条（届出事項の変更） 

1.入会時あるいは入会後に会社にお届けいただいた会員の個人情報（氏名、住所、職業、勤務先（連絡先）、お支払い口座等）およ

び取引の目的等に変更があった場合には、会員は、電話その他会社がお知らせする方法で、遅滞なく会社に通知していただきます。 

2.会員は、会社に対する前項の通知を怠った場合、会社からの通知または送付書類（物）が延着または不到達となっても、会社が

通常到達すべき時に到着したものとみなすことに異議ないものとします。ただし、前項の住所変更を行わなかったことについて、

会員にやむを得ない事情があるときはこの限りではないものとします。 

3.会員は、住所の変更により、その定めた支払方法による履行が困難となるときは、住所変更の時までに、会社と協議のうえ他の

支払方法に変更していただきます。 

4.会社は、会員に対して、会社が必要と認めたときにはいつでも第 1 項の届出事項について確認を求めることができるものとし、

この場合、会員は、すみやかに応じていただきます。 

第５条（規約の変更、承認） 

会社は、本規約を変更することがあります。この場合、会社は、会社の Web サ゗ト（https://www.goldpoint.co.jp/）での告知、

その他所定の方法により会員に対して、変更内容または新会員規約を通知いたします。なお、会社が会員に対して告知、もしくは

通知したのちに会員がカードを利用したとき、または会社の告知または通知後 30 日以内に会員が特段のお申し出をされないときは、

会社は会員が当該変更内容または新会員規約を承認したものとみなします。また、法令の定めにより本規約を変更できる場合には、

当該法令に定める手続きによる変更も可能なものとします。 

 

第２章  カードの管理 

第６条（カードの貸与と取扱い） 

1.会社は、会員に対して、会員の氏名、カード番号、カード有効期限等を表示したカードを発行し、これをお貸しいたします。会

員は、会社からカードを受領したときは、カードに表示された氏名がご自身のものであることを確認のうえ、直ちにカードの署名

欄にご自身で署名していただきます。 

2.カードの所有権は、会社に属します。カードは、カードに表示された会員本人だけが使用できるものとします。 

3.会員は、カードの使用、保管、管理を十分かつ細心の注意（善良なる管理者の注意義務。以下同じ。）をはらって行っていただく

ものとします。会員は、カードを他人（ご家族の方を含みます。以下同じ。）に貸与、譲渡、質入、預け渡したり、担保として提供

してはならないものとし、また、理由の如何を問わず、カードを他人に使用させもしくは使用のために占有を移転させてはならな

いものとします。なお、カード番号およびカード有効期限については、カード利用時の提示を除き、むやみに他人に教えたり、そ

の使用を許諾してはならないものとします。 

4.会員が前 3 項のいずれかに違反し、その違反によりカードが不正に利用された場合、会員は、カードの不正利用によるカードご

利用代金等のすべてについて支払いの責任を負担していただきます。 



5.会社は、カード利用に際して必要となる情報をカードに表示し、カードの磁気ストラ゗プおよびカードに組み込まれた IC チップ

に記録するほか、会社が別に定めて会員に提供するサービスに関する機能を IC チップに搭載して、カードを会員にお貸しいたしま

す。会員は、これらの情報を第三者に知られることのないよう十分注意していただくものとします。なお、カードは、高温多湿な

環境および強い磁気のはたらく環境に置いたり、また、破損したり、強い衝撃を与えた場合には、使用できなくなる場合がありま

すので、会員は、このような取扱いをしないように十分注意していただくものとします。 

第７条（カードの有効期限） 

1.カードの有効期限は、会社が定めるものとし、カードに表示された年月の末日までとします。 

2.会員から有効期限の 2 ヶ月前までに退会などのお申し出がなく、会社が期間更新を承認する場合には、会社は、会員に対して、

新たな有効期限を表示した新カードと会員規約を送付いたします。なお、会員は会社が定める一定期間内にカードのご利用がない

等、会員がカードをご利用されていないと会社が判断した場合あるいは第 16 条に定める再審査の結果により、新たな有効期間を表

示した新カードを送付しない場合があることを、あらかじめご承諾いただきます。 

3.会員は、新カードを受領したときは、前条第 1 項と同様の手順で新カードを確認のうえご署名いただき、有効期限の経過したカ

ードについては会社に返却するか、切断して使用不能な状態にして破棄していただきます。 

4.カードの有効期限内に発生したカードご利用代金は、そのお支払いが完了するまでにカードの有効期限が経過しても、本規約に

もとづきお支払いいただきます。 

5.会社は、会社の都合により、有効期限内のカードについてもそのサービスの全部または一部を変更または終了する場合がありま

す。この場合、会社は事前にその旨を会員に通知いたします。 

6.会社は、カードが第三者に不正に利用されているまたはそのおそれがあると判断した場合、会員に通知のうえカードを無効とし、

新たなカードを発行することができるものとします。この場合、会員は、会社が行う不正利用等に関する調査等に協力するものと

します。なお、やむを得ず緊急でカードの無効手続きを行った場合には、会社は、事後すみやかに会員に通知するものとします。 

第８条（暗証番号） 

1.会員は、入会申込時にカードの暗証番号を会社にお申し出いただきます。会社は、入会承認後、お申し出のあったカードの暗証

番号を会社が定める方法で登録いたします。ただし、会員からお申し出がない場合またはお申し出いただいた暗証番号が不適当で

あると会社が判断した場合は、会社は会社が決定した任意の番号を会員のカードの暗証番号として登録することができるものとし

ます。 

2.カードの暗証番号を変更する場合、会員は会社が定める手続きに従い、会社にお申し出いただくものとします。この場合、会員

は、会社が別途定める再発行手数料を支払うものとします。 

3.会員は、暗証番号を他人に知られることのないように、十分かつ細心の注意をはらって管理していただくものとします。カード

利用にあたり、暗証番号が使用されたときは、会員ご本人によって使用されたものとみなされます。万一他人によって使用された

場合、会員が会社に対してカードおよび暗証番号の管理に落ち度がなかったことを証明するとともに、会社の求める調査に協力し

ていただき、調査の結果、会員によるカードおよび暗証番号の管理に落ち度がなかったにもかかわらず他人による不正利用が発生

したと会社が認めた場合を除き、これによって生じた一切の債務は、会員に負担していただくものとします。  

第９条（カードの機能） 

カードは、カードショッピング（カードによる商品、サービス等の購入等）のほか、キャッシングの機能を併せ持ちます。 

第１０条（カードの利用枠） 

1.会社は、会員ごとに、カード総利用枠を定めます。 

2.カード総利用枠は、カード利用枠およびキャッシング利用枠で構成されます。カード利用枠は、分割払い・2 回払い・ボーナス一

括払い利用枠（以下「分割利用枠」といいます。）およびリボルビング払い利用枠で構成され、キャッシング利用枠はキャッシング

リボ利用枠および海外キャッシュサービス利用枠で構成されます。分割利用枠およびリボルビング払い利用枠はカード利用枠の枠

内で、キャッシングリボ利用枠および海外キャッシュサービス利用枠はキャッシング利用枠の枠内で、それぞれ会社が会員ごとに

設定します。 

3.カードショッピングの 1 回払いは、会員の利用代金からお支払い済の金額を除いた残高(以下「未決済残高」といいます。）の合

計がカード利用枠を超えない範囲で利用することができます。分割払い・2 回払い・ボーナス一括払いおよびリボルビング払いは、

分割利用枠およびリボルビング払い利用枠の未決済残高の合計額が、それぞれの利用枠を超えない範囲で利用することができます。

キャッシングリボおよび海外キャッシュサービスは、キャッシングリボおよび海外キャッシュサービスの未決済残高の合計額が、

それぞれの利用枠を超えない範囲で利用することができます。ただし、カード利用枠内の未決済残高とキャッシング利用枠内の未

決済残高の合計額がカード総利用枠を超える場合は利用できません。 

4.第 45 条に定めるキャッシングリボ返済元金および第 50 条に定める海外キャッシュサービスの借入金は、第 2 条で会員が指定す

るお支払い口座からの振替結果を会社が受領し、お支払いが確認されるまで、未決済残高に含むものとします。 

5.分割利用枠およびリボルビング払い利用枠を超えて、ショッピング利用された場合、超過した金額の一部または全部については

原則として 1 回払いの方法でお支払いいただきます。 



6.キャッシングリボの利用枠と海外キャッシュサービスの利用枠は、それぞれ会社が定める金額を超えない金額とします。 

7.会社は、会員のお申し出を承認した場合には、カード総利用枠とは別に、カードショッピングの分割払いの利用枠を定める場合

があります。この場合、会社は、会社が定める方法でその利用枠を決定するものとします。 

8.会員が本条に定める利用枠を超えてカードを利用した場合、会員は当然にその支払いの責を負うものとします。 

9.会社は、会員とのお取引状況などを考慮のうえ、会社が必要と認めた場合には、法令に特段の定めがある場合を除き、会員に対

する特段の通知を行うことなく、本条に定める利用枠を、直ちに増額あるいは減額することができるものとします。ただし、キャ

ッシング利用枠の増額は会員からのお申し出にもとづき審査を経て行うものとします。この場合、各利用枠が、第 6 項の会社が定

める金額を超える場合があります。また、キャッシング利用枠の増額変更について会員から異議のお申し出をいただいた場合には、

会社はこれを行わないものとします。なお、会社は、貸金業法に定める所定の書面の提出がないときには、キャッシング利用枠を

減額あるいは停止することができるものとします。 

10.会員は、カード利用枠内であっても、現金を得ることを目的とした商品・サービスの購入などに、カードを利用してはならない

ものとします。 

11.当社は、「犯罪による収益の移転防止に関する法律」およびその他の法令等による規制に鑑み、当社が必要と認める場合には、

本条に定める利用枠について、会員に通知を行うことなく直ちに減額することができるものとします。 

第１１条（複数枚のカード保有時の取扱い） 

1.会員が、会社から 2 枚以上のカードの貸与を受けているときは、原則としてそのすべてのカードを通算して、前条に定めるカー

ドの利用枠が適用されるものとします。 

2.前項の場合、会社は、分割払い・2 回払い・ボーナス一括払い、リボルビング払い、キャッシングリボおよび海外キャッシュサー

ビスを利用できるカードをいずれか 1 枚に限定することができるものとします。 

第１２条（カードの再発行） 

会社は、会員に対して、原則としてカードの再発行を行わないものとします。ただし、カードの紛失・盗難・毀損・汚損・滅失ま

たは暗証番号の誤りによる IC 機能の停止等の事由で会社が承認した場合には、カード再発行手数料をお支払いいただくことにより

カードを再発行いたします。なお、カードの機能不良による場合には、会社が別に定める手続きによるものとします。 

第１３条（紛失・盗難） 

1.カードが紛失・盗難・詐取・横領等（以下まとめて「紛失・盗難等」といいます。）により、他人に不正に利用された場合でも、

これによって生じた一切の債務は、会員に負担していただくものとします。 

2.会員は、カードが紛失・盗難等にあった場合、すみやかにその旨を会社に通知していただくとともに、最寄りの警察署に届出て

いただくものとします｡なお、会社へは、改めて会社の定める書式で紛失・盗難等の詳細について報告していただく場合があります。 

第１４条（会員に生じた損害のてん補） 

1.前条第 1 項の定めにかかわらず、会員が前条第 2 項の会社への通知ならびに警察署への届出をすみやかに行った場合で、第 3 項

に定める事由に該当していない場合は、会社は、本条にもとづき、他人によるカードの不正利用にもとづき会員が負担する債務に

ついての会員の損害をてん補するものとします。  

2.前項により損害がてん補される保障期間は、入会日から 1 年間とし、毎年自動的に継続されます。  

3.つぎの場合は、会社は損害のてん補を行わないものとします。  

①会員の故意もしくは著しい不注意（重大な過失）あるいは法令違反に起因する場合  

②損害の発生が保障期間外の場合  

③会員の家族・親族・別居の未婚の子・同居人・留守居人・使用人・会社から送付したカードの受領代理人による不正利用に起

因する場合  

④会員が次項の義務を怠った場合  

⑤紛失・盗難等または被害状況の通知・届出が虚偽であった場合  

⑥カードショッピング、キャッシング取引等のうち暗証番号の入力を伴う取引についての損害である場合（第 8 条第 3 項に定め

る場合を除く）  

⑦カードに会員の署名が行われていない状態でカードの紛失・盗難等が発生した場合  

⑧前条第 2 項の紛失・盗難等の通知を会社が受領した日から溯って 61 日以前に生じた損害である場合  

⑨戦争・地震・核物質等による著しい秩序の混乱中に生じた紛失・盗難等に起因する損害である場合  

⑩その他本規約に違反する使用に起因する損害である場合 

4.会員は、会社に対して、第 1 項にもとづく損害のてん補を請求する場合、損害の発生を知った日から 30 日以内に、会社が損害の

てん補を行うために必要と認めて会員に要請する書類を、会社に提出していただきます。  

5.偽造カード（会社以外の者が不正に作成したカード）が使用された場合、その偽造カードの作成あるいは使用に関して会員に故

意または過失のない限り、その利用代金についての支払責任は会員にないものとします。  

6.会員は、カードの不正利用について会社が行う被害状況等の調査に協力していただくものとします。 



第１５条（カード利用の一時停止、カードの回収） 

1.会社は、会員がつぎのいずれかに該当した場合には、会員にその旨通知することなく、カードショッピング、キャッシング取引

等の全部またはいずれかの利用を一時的にお断りすることがあります。 

①カード総利用枠を超えて利用した場合またはしようとした場合 

②カード総利用枠以内の利用であっても短時間に換金性のある商品購入に連続して利用する等カードの利用状況が不審である

と会社が判断した場合 

③延滞が頻繁に発生する等カードご利用代金の支払状況が良好ではない場合 

④お支払い口座の設定手続きが完了していない場合 

⑤信用状況が悪化したと判断する客観的事由が生じた場合 

⑥マネー・ローンダリング対策、テロ資金供与防止対策が不十分であると認められる特定の国または地域において利用した場合

またはしようとした場合 

2.会社は、会員が本規約に違反しもしくは違反するおそれがある場合またはカードの利用状況に不正利用の疑いその他不審な事項

がある場合には、会員にその旨通知することなく、カードショッピング、キャッシング取引等の全部またはいずれかを一時的に停

止し、もしくは、加盟店や現金自動預払機（以下「ATM 等」といいます。）等を通じてカードの回収を行うことができるものとし

ます。なお、会員は、加盟店からカードの回収の要請があったときは異議なくこれに応じるものとし、また、ATM 等によるカード

の回収に対して、会社に異議を申立てないものとします。 

3.前各項により、会員がカードを利用できないことにより会員に生じた損害（逸失利益、機会損失を含みます。）については、会社

は責任を負わないものとします。 

第１６条（入会後の再審査等） 

1.会社は会員のカード利用枠等の管理のため、定期、不定期あるいは法令等の定めにより、会員の再審査を行うものとします。こ

の場合、会員は、会社の求めに応じて、会社所定の調査票、法令等に定める資料、情報等の提出あるいは申告等を行っていただき

ます。 

2.前項に定める調査票、資料、情報等の提出、申告等に応じていただけない場合や会社の再審査の結果により、会社はカード利用

枠、キャッシング利用枠を減額あるいは停止することができるものとします。 

第１７条（付帯サービス等） 

1.会員は、会社または会社と提携する企業が提供するカード付帯サービスおよび特典（以下「付帯サービス」といいます。）をご利

用いただくことができます。会員が利用できる付帯サービスおよびその内容については、別途会社が会員に対してご案内いたしま

す。 

2.会社は、付帯サービスの利用等に関して規約等を定めたときは、これを会員に通知いたします。この場合、会員は、その規約等

に従い付帯サービスをご利用いただくものとします。 

3.会員は、付帯サービスを利用いただけない場合のあること、また会社が必要と認めたときには付帯サービスおよびその内容を変

更する場合のあることを、あらかじめ承諾します。 

4.会員は、第 25 条により会社から会員資格の取消しを受けたとき、または第 26 条による退会手続きをとられたときは、付帯サー

ビスを利用することはできないものとします。 

 

第３章  カードご利用代金等の支払方法 

第１８条（お支払い口座および支払日） 

1.会員は、カードご利用代金等を、会員が指定した金融機関（ゆうちょ銀行を含みます。以下同じ。）の会員名義の預金口座（ゆう

ちょ銀行の場合は、通常貯金。以下「お支払い口座」といいます。）から口座振替（ゆうちょ銀行の場合は、自動払込み。以下同じ。）

の方法で、会社にお支払いいただきます。なお、会員に指定していただく金融機関は、会社が提携する金融機関、もしくは会社が

口座振替事務を委託する収納代行業者が提携する金融機関とさせていただきます。 

2.会員の会社に対するカードご利用代金等のお支払い日は、毎月 27 日（当日が金融機関休業日の場合にはその翌営業日）とします

（一部の金融機関において支払日が異なる場合があります。）。 

3.会社は、会員のカード利用に係る利用代金明細書を、毎月、支払日の前日までに、会員の届出住所宛に送付いたします。会員は、

利用代金明細書の内容に異議がある場合には、利用代金明細書受領後 10 日以内に会社に対してお申し出いただくものとします。な

お、その月におけるご請求が、年会費のご請求しかない場合は、利用代金明細書の送付は省略させていただくことがあります。 

4.キャッシングをご利用いただいた場合、月間のお借入れ・ご返済等のお取引状況を利用代金明細書に記載して送付いたしますの

で、あらかじめご了承ください。なお、このお取扱いをご承諾いただけない場合には、キャッシングご利用の都度、明細書を送付

いたしますので、会社にお申し出ください。 

5.前 2 項の定めにかかわらず、会社が会員に対して利用代金明細書に替わる利用代金確認手段を提供した場合は、会社は利用代金

明細書の送付を省略させていただくことがあります。 



6.会社が利用代金明細書を送付した場合、会員は会社所定の発行手数料を支払うものとします。ただし、法令にもとづく交付義務

の対象となるご利用分が請求内容に含まれている、または別途会社が定める条件に該当する場合は、発行手数料を無料とします。 

第１９条（海外利用代金の決済レート等） 

1.日本国外におけるカードご利用代金等は、外貨額を Visa ゗ンターナショナルサービスゕソシエーション（以下「Visa ゗ンター」

といいます。）の決済センターにおいて集中決済された時点での Visa ゗ンターの指定するレートに、海外取引関係事務処理経費と

して所定の手数料を加えたレートで円貨に換算して、会員にご請求いたします。ただし、海外キャッシュサービスをご利用された

場合には、海外取引関係事務処理経費はいただきません。 

2.日本国外でカードを利用する場合、現在または将来適用される外国為替および外国貿易管理に関する諸法令等により、許可書、

証明書その他の書類を必要とする場合には、会員は会社の要求に応じてこれを提出していただきます。なお、日本国外でのカード

の利用は、事前の通知なく制限もしくは停止される場合があり、会員はあらかじめこれを承諾します。この場合、カードの利用が

できなかったことにより、会員に生じた損害（逸失利益、機会損失を含みます。）について、会社は責任を負わないものとします。 

第２０条（ご利用代金の締切日） 

1.カードショッピング、キャッシングの各ご利用代金は、ご利用日の属する月の末日を締切日とします。ただし、カードショッピ

ングのご利用代金については、事務上の都合により翌月以降の締切日として取扱われる場合があります。 

2.会社と提携したクレジットカード会社および Visa ゗ンターと提携した銀行・クレジットカード会社の加盟店でのカードショッピ

ングご利用代金については、実際のご利用日にかかわらず、会社への債権譲渡手続きまたは立替払手続きが完了した日の属する月

の末日を締切日とします。 

第２１条（お支払い口座の残高不足等による再請求等） 

1.お支払い口座の残高不足等により、支払日に、カードご利用代金等の口座振替ができない場合には、会社は、支払日以降の会社

が定める任意の日において、その一部または全部につき再度口座振替を行うことができるものとします。ただし、会社が、口座振

替できなかったカードご利用代金等について、お支払いの日時・場所・方法を別途指定したときは、会員は、その指定に従いお支

払いいただきます。 

2.会員は、前項の場合において、会社が行う、金融機関に対する再振替の依頼等、会員に対する再請求に関する事務手数料として、

都度 400 円を別途会社にお支払いいただきます。 

3.会員は、会員の都合により、会社から集金のため訪問を受けた場合、訪問回数 1 回につき 1,000 円を、その都度会社にお支払い

いただきます。 

第２２条（支払金等の充当順位） 

会員からお支払いいただいた金額が、本規約および会員と会社との間のその他の契約にもとづき会社に対してお支払いいただくべ

き一切の債務を完済させるに足りないときは、会社が適当と認める順序、方法によりいずれの債務にも充当することができるもの

とします。ただし、カードショッピングのリボルビング払いの支払停止の抗弁に係る債務については割賦販売法第 30 条の 5 の規

定により充当するものとします。 

第２３条（手数料率、利率の変更） 

分割払い・2 回払い・ボーナス一括払いの手数料率、リボルビング払いの手数料率、キャッシングリボの利率、海外キャッシュサ

ービスの利率および遅延損害金の利率（以下「手数料率等」といいます。）は、金融情勢の変化その他相当の事由がある場合には、

一般に行われる程度のものに会社は変更できるものとします（キャッシングリボの利率、海外キャッシュサービスの利率およびこ

れらに係る遅延損害金の利率は、変更後においても利息制限法に規定する利率を超えないものとします。）。この場合、第 5 条の規

定にかかわらず、会社が会員に対して手数料率等の変更を通知した後は、リボルビング払いおよびキャッシングリボについては変

更後のリボルビング払い残高または融資残高に対し、分割払い・2 回払い・ボーナス一括払いおよび海外キャッシュサービスにつ

いては変更後の利用分から、変更後の手数料率、利率が適用されるものとします。 

 

第４章  期限の利益喪失・会員資格の取消し・退会等 

第２４条（期限の利益喪失） 

1.会員は、つぎのいずれかの事由に該当した場合、本規約にもとづく一切の債務について当然に期限の利益を失い、直ちに債務の

全額をお支払いいただきます。 

①カードショッピングのうち、その支払区分がリボルビング払いまたは分割払い・2 回払い・ボーナス一括払いの場合において、

支払日にリボルビング払いの弁済金または分割払い・2 回払い・ボーナス一括払いの分割支払金（弁済金および分割支払金を総

称して以下「弁済金等」といいます。）の支払いを怠り、会社から 20 日以上の相当な期間を定めて、書面で催告を受けたにもか

かわらず、その支払期日までに支払わなかったとき 

②自ら振出した手形、小切手が不渡になったとき、または一般の支払いを停止したとき 

③差押、仮差押、保全差押、仮処分の申立てまたは滞納処分を受けたとき 

④破産、再生の申立てを受けたとき、または自らこれらの申立てをしたとき 



⑤商品の質入れ、譲渡、賃貸その他会社の所有権を侵害する行為をしたとき 

⑥第 10 条第 10 項に違反したとき 

⑦つぎのいずれかに該当する場合で、会員が 1 回でも支払いを遅延したとき 

（1）カードによる商品等の購入が割賦販売法第 35 条の 3の 60 第 1 項に定める割賦販売法の規定の適用除外事由に該当する

場合 

（2）1 回払いの場合 

（3）キャッシングの返済金のお支払いである場合 

⑧第 29 条第 5 項に該当した場合 

⑨本規約にもとづく取引以外の会社との他の契約にもとづく期限の利益を喪失したとき 

2.会員は、つぎのいずれかの事由に該当した場合、会社の請求により、本規約にもとづく一切の債務について期限の利益を失い、

直ちに債務の全額をお支払いいただきます。 

①本規約上の義務に違反し、その違反が本規約の重大な違反となるとき 

②その他会員の信用状態が悪化したとき 

3.会員は、前 2 項の債務の全額をお支払いいただく場合には、会社の指定する金融機関の口座に送金もしくは会社に持参してお支

払いいただきます。ただし、会社が必要と認めた場合は、第 21 条第 1 項のただし書きの定めによりお支払いいただきます。 

第２５条（会員資格の取消し） 

1.会社は、会員がつぎのいずれかに該当した場合または会社が会員として適格ではないと認めた場合は、通知・催告等を行うこと

なく会員の会員資格を取消すことができるものとします。 

①カードの申込みに際し、氏名、住所、勤務先、年収、家族構成等、会員の特定、信用状況の判断に係る事実について虚偽の申

告をした場合 

②本規約のいずれかに違反した場合 

③カードご利用代金等の会社に対する債務の履行を怠った場合 

④換金を目的とした商品購入の疑い等、会員のカードの利用状況が不適当もしくは不審と会社が判断した場合 

⑤カード発行日から 2 ヶ月以内にお支払い口座の設定手続きを完了しない場合 

⑥法令に定める本人確認手続きに応じていただけない場合 

⑦会員が、前条第 1 項および第 2 項の各号のいずれかに該当した場合 

⑧カード年会費をお支払いいただけない場合 

⑨会員が死亡した場合または会員の親族等から会員が死亡した旨の連絡があった場合 

⑩第 29 条第 5 項に該当した場合 

⑪会員が、会社から 2 枚以上のカードの貸与を受けている場合で、他のカードについて前各号の事項のいずれかに該当した場合 

⑫会員が自らまたは第三者を利用して、当社または当社の委託先・派遣元等の従業員に対して次の（1）から（5）に掲げる行為

その他当該従業員の安全や精神衛生等を害するおそれのある行為をした場合 

（1）暴力、威嚇、脅迫、強要等 

（2）暴言、性的な言動、誹謗中傷、ストーカー行為その他人格を攻撃する言動 

（3）人種、民族、門地、職業その他の事項に関する差別的言動 

（4）長時間にわたる拘束（電話によるものを含む。）、同じ趣旨の言動を繰り返す行為、執拗な問い合わせ・要求、または従

業員等の業務に支障が生じるような対応の要求 

（5）金品の要求、特別対応の要求、実現不可能な要求、その他内容もしくは態様が社会通念に照らして著しく不相当と認め

られる要求等  

2.会員は、会員資格を取消されたときは、すみやかにカードその他会社から貸与された物品を会社に返還していただきます。 

3.会社は、会員資格の取消しを行った場合、カードの無効通知ならびに無効登録を行います。また、会社は、加盟店その他業務委

託先（以下「加盟店等」といいます。）を通じて、会員に対して、カードの返還を求めることができるものとし、会員は、加盟店等

からカードの返還を求められたときは、直ちに当該加盟店等を通じて会社にカードを返還していただきます。 

4.会員資格が取消された場合において、本規約にもとづく会社に対する債務があるときは、会員は直ちに債務の全額を履行するも

のとします。ただし、カードショッピングのうち支払区分をリボルビング払いまたは分割払い・2 回払い・ボーナス一括払いとし

た債務については、前条により期限の利益を喪失した場合を除き、会員資格取消し後においても、本規約の定めるところにより債

務を履行するものとします。 

第２６条（退会） 

1.会員が退会を希望する場合は、カードを添え、原則として、会社が定める届出用紙により、会社にお申し出いただくものとしま

す。会社が、カードおよび退会届出用紙を受領し、手続きを完了した時に退会とさせていただきます。ただし、退会のお申し出時

において、会社に対するカードご利用代金等の債務があるときは、その債務の完済まで、本規約が適用されるものとします。 



2.会社が本規約にもとづき会員に送付したカードを、会社が定める相当の期間内に、会員が受領しない場合（郵便不着等による再

配達のお申し出をいただけない場合を含みます。）には、会社は、会員が退会の申出をされたものとして取扱うものとします。 

第２７条（公正証書の作成） 

会員は、会社が必要と認めた場合、会員の費用負担で、本規約にもとづく債務のすべてまたは一部について、強制執行認諾条項を

付した公正証書の作成に応じていただきます。この場合、会社は会員に対して事前に公正証書に関する詳細な説明を行うものとし

ます。 

第２８条（費用の負担） 

本規約にもとづく取引および債務履行に関して必要となる印紙代、公正証書作成費用等弁済契約締結に要した費用、支払督促申立

費用、送達費用等法的措置に要した費用は、すべて会員に負担していただきます。なお、これらの費用は、会員資格の取消し後ま

たは退会後といえども、会員に負担していただくものとします。 

第２９条（反社会的勢力に関する条項） 

1.会員は、現在、次のいずれにも該当しないこと、かつ将来にわたっても該当しないことを確約するものとします。 

①暴力団（その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む）が集団的に、または常習的に暴力的不法行為等を行うこと

を助長するおそれがある団体） 

②暴力団員（暴力団の構成員）および暴力団員でなくなった時から 5 年を経過しない者 

③暴力団準構成員（暴力団員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれが

あるもの、または暴力団もしくは暴力団員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持もしくは運営に協力し、もしくは

関与するもの） 

④暴力団関係企業（暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、準構成員もしくは元暴力団員が経営する企業で暴力団に

資金提供を行うなど暴力団の維持もしくは運営に積極的に協力しもしくは関与する企業または業務の遂行等において積極的に

暴力団を利用し暴力団の維持もしくは運営に協力している企業） 

⑤総会屋等（総会屋、会社ゴロ等企業等を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に

脅威を与える者） 

⑥社会運動等標ぼうゴロ（社会運動もしくは政治活動を仮装し、または標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行

うおそれがあり、市民社会の安全に脅威を与える者） 

⑦特殊知能暴力集団等（前各号に掲げる者以外の、暴力団との関係を背景に、その威力を用い、または暴力団との資金的なつな

がりを有し、構造的な不正の中核となっている集団または個人） 

⑧（1）上記①〜⑦に掲げるもの（以下「暴力団員等」といいます。）の資金獲得活動に乗じ、または暴力団員等の威力、情報力、

資金力等を利用することによって自ら利益拡大を図るもの 

（2）暴力団員等が経営を支配し、または経営に実質的に関与する関係を有すると認められるもの 

（3）不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有するもの 

（4）暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有するもの 

⑨テロリスト等、日本政府、外国政府、国際機関等が経済制裁の対象として指定する者 

⑩その他上記①〜⑨に準ずるもの 

2.会員は、自らまたは第三者を利用して次のいずれかに該当する行為を行わないことを確約するものとします。 

①暴力的な要求行為 

②法的な責任を超えた不当な要求行為 

③取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

④風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当社の信用を毀損し、または当社の業務を妨害する行為 

⑤その他上記①〜④に準ずる行為 

3.会員が前二項に定める事項に反すると具体的に疑われる場合には、会社は会員に対して、当該事項に関する調査を行い、また、

必要に応じて資料の提出を求めることができ、会員はこれに応じるものとします。 

4.会社は、会員が本条第 1 項もしくは第 2 項の規定に違反している疑いがあると認めた場合には、会員によるクレジットカードの

入会申込みを謝絶、または本規約にもとづくクレジットカード利用を停止することができるものとします。この場合には、会員は、

会社が利用再開を認めるまでの間、クレジットカード利用を行うことができないことに対し、会社に異議を申立てないものとしま

す。 

5.会員が第 1 項のいずれかに該当する場合、または第 2 項のいずれかに該当する行為を行っている場合、または第 1 項の規定にも

とづく確約に虚偽が判明した場合、または第 3 項の調査等に応じない場合や虚偽の回答をした場合において、会社が会員として適

格ではないと認めた場合は、通知・催告等を行うことなく直ちに会員の会員資格を取消すことができるものとします。この場合、

会員は、当然に期限の利益を失い、会社に対する一切の債務を直ちに支払うものとします。 

6.前項の規定の適用により、会社に損失、損害または費用（以下「損害等」といいます。）が生じた場合には、会員は、これを賠償



する責任を負うものとします。また、前項の規定の適用により、会員に損害等が生じた場合には、会員は当該損害等について会社

に請求をしないものとします。 

7.第 5 項の規定にもとづき会員資格が取消しされた場合でも、会社に対する債務があるときは、その債務の完済まで、本規約が適

用されるものとします。 

第３０条（合意管轄裁判所） 

本規約にもとづく取引に関し紛争が生じた場合、訴額の如何にかかわらず、会員の住所地、カードの利用地（日本国内）および会

社の本社・営業所所在地を管轄する簡易裁判所または地方裁判所を管轄裁判所とします。 

第３１条（準拠法） 

会員と会社との間の本規約にもとづく取引は、すべて日本法を準拠法とします。 

 

 

第２部  ショッピング条項 

第１章  カードショッピング 

第３２条（カード加盟店） 

会員は、つぎの加盟店において、カードを利用して商品の購入やサービスの提供を受けることができます。なお、会員は、加盟店

におけるカード利用に際し、カード番号その他個人情報の窃取、悪用、売上伝票等の偽造・変造等が行われないよう十分に注意す

るものとします。 

①会社の加盟店 

②会社と提携したクレジットカード会社（以下「提携カード会社」といいます。）の加盟店 

③Visa ゗ンターと提携した銀行・クレジットカード会社の加盟店 

第３３条（カードの利用手続き） 

1.加盟店の店頭での利用手続き 

会員は、加盟店との間で取引を行うに際し、加盟店に対してカードを提示していただき、その取引によって会員がお支払い義務を

負担された代金の記載された売上票に署名していただくことにより、カードでのお支払いとすることができます。ただし、売上票

の署名がカード裏面の署名と同一のものと認められない場合には、カードの利用ができないことがあります。なお、会社が認めた

加盟店においては、売上票への署名の省略または売上票への署名に代えて、会員ご自身が暗証番号を端末機等へ入力する等会社が

別途定める方法により、カードでのお支払い手続きとすることができます。ただし、端末機の故障等の場合もしくは別途会社が適

当と認める方法を定めている場合には、他の方法でカードを利用していただくことがあります。 

2.郵便・フゔックス・電話による加盟店との取引の際の利用手続き 

会員は、郵便・フゔックス・電話等によって取引を行うことを会社もしくは提携カード会社があらかじめ承認している加盟店との

間で取引を行う場合は、カードの提示に代えて、取引の申込書面に、会員の氏名、カード番号、カード有効期限、その他会社にお

届けいただいた住所等の個人情報を記入のうえ、加盟店に送付していただくか、もしくは電話で加盟店に対して前記事項を告知し

ていただくことにより、その取引によって会員がお支払い義務を負担された代金を、カードでのお支払いとすることができます。 

3.オンラ゗ンによる加盟店との取引の際の利用手続き 

会員は、コンピューター等を利用した通信（オンラ゗ン）によって取引を行うことを会社もしくは提携カード会社があらかじめ承

認している加盟店との間で取引を行う場合は、カードの提示に代えて、会員の氏名、カード番号、カード有効期限、セキュリテゖ

コード、その他会社にお届けいただいた住所等の個人情報をオンラ゗ンによって加盟店に送信していただくことにより、その取引

によって会員がお支払い義務を負担された代金を、カードでのお支払いとすることができます。ただし、会員の氏名、カード番号・

カード有効期限等をオンラ゗ンで送信することにより生じる危険（他人による傍受など）および損害（他人に傍受されたカード番

号などによるカードの不正利用など）は、原則として会員に負担していただきます。 

4.継続的取引の利用代金の支払手段とする場合の利用手続き 

会員は、会社が承認する加盟店との取引にもとづき継続的に発生する利用代金（通信サービス料金等）を、カードでのお支払いと

することができます。この場合、会員は、カード番号・カード有効期限等の変更もしくは会員資格の取消し等によりカードの利用

ができなくなったときには、その旨を加盟店にお申し出のうえ、加盟店との間で支払手段の変更手続きを行っていただくものとす

るほか、会社の指示がある場合にはこれに従っていただくものとします。また、会員は、会社が必要または適当と認めた場合、加

盟店に対し、カード番号・カード有効期限等の変更情報およびカード無効情報を会員に代わって通知する場合のあることをあらか

じめ承諾するものとします。 

第３４条（カードの利用承認） 

1.加盟店との取引にカードを利用する場合には、原則として、その利用ごとに、会社の承認が必要となります。会員は、加盟店が

会社に対してカードによる信用販売の可否について照会すること、ならびに、カードを利用する取引や購入商品の種類、利用金額

等により、会社が加盟店もしくは会員に対して、カードの利用状況等に関する照会を行う場合のあることを、あらかじめ承諾しま



す。 

2.会員は、加盟店における第三者のカード不正利用を防止するため、加盟店にカードの提示やカードの表示・記録された情報の通

知がなされた際、会員がカード利用に際して加盟店に届出たカード番号、氏名等のカード情報の他、自宅住所、電話番号その他会

員の情報とあらかじめ会社に届出た情報を、会社が照合のうえ、その一致、不一致の別を加盟店に回答する場合のあることを、あ

らかじめご承諾いただきます。 

3.会員は、前条第 3 項に定めるオンラ゗ンによる加盟店との取引を行うにあたっては、当社がカードの利用承認を行う際に、会員

以外の第三者によるカード不正利用の検知のため、以下の事項を行うことをあらかじめ承諾するものとします。 

①会員の取引端末に関するブラウザ名、画面解像度、ユーザ設定言語等、当該端末の個体を識別するための情報（以下「デバ゗

ス情報」といいます。）を取得すること。 

②デバ゗ス情報を不正な取引を検知する目的、およびその他゗ンターネット上の各種取引の健全性向上の検討等を行う目的で利

用し、当該目的において、第三者にデバ゗ス情報を開示し、第三者に利用させること。 

第３５条（債権譲渡等の承諾） 

1.会社および提携カード会社と加盟店の間の加盟店契約において、取引により加盟店が会員に有する債権を会社、提携カード会社

に譲渡することが定められている（債権譲渡契約）場合、会員は、取引によりカードによる支払いとして代金について加盟店が会

員に有した代金債権について、第 44 条に規定する場合を除き、加盟店に有する一切の抗弁の主張を会社に対して行わないとともに、

以下の各号について承諾するものとします。 

①加盟店が会社に債権譲渡すること 

②加盟店が提携カード会社に債権譲渡した後、会社が会員に代わって提携カード会社に立替払いすること 

③加盟店が提携カード会社に債権譲渡した後、他の提携カード会社が債権譲渡を受けた提携カード会社に立替払いした後、その

立替払いした提携カード会社に対して、会社が立替払いすること 

2.会社および提携カード会社と加盟店の間の加盟店契約において、取引により会員が加盟店に支払うこととなった代金については

会社、提携カード会社が会員に代わって加盟店に立替払いすることが定められている（立替払契約）場合、会員は、取引によりカ

ードによる支払いとした代金について、第 44 条に規定する場合を除き、加盟店に有する一切の抗弁の主張を会社に対して行わない

とともに、以下の各号について承諾するものとします。 

①会社が加盟店に立替払いすること 

②提携カード会社が加盟店に立替払いした後、会社が提携カード会社に立替払いすること 

③加盟店に立替払いした提携カード会社に対して、他の提携カード会社が立替払いし、さらに会社が立替払いすること 

3.会員は、会社が、会員のカード利用にもとづく債権の特定と内容確認のため、カード利用により購入等された商品、サービス、

通信回線、その他の取引の内容およびそれに関する情報、通話先電話番号を含む通話明細情報について、加盟店から開示を受ける

ことに同意します。ただし、通話明細情報については、会社は、会員の事前のご承諾を得た場合に限り、開示を受けるものとしま

す。 

第３６条（商品の所有権留保） 

会員がカードの利用により購入した商品の所有権は、その購入と同時に加盟店から会社に移転し、その商品についてのカードご利

用代金のお支払いが完了するまで、会社に留保されるものとします。会員が、会社に対して、そのカードご利用代金のお支払いを

完了した時に、その商品の所有権は、会社から会員に移転するものとします。 

 

第２章  カードショッピングご利用代金の支払区分 

第３７条（利用代金の支払区分） 

1.カードショッピングご利用代金の支払区分は、1 回払い・2 回払い・ボーナス一括払い・分割払い・リボルビング払いとし、カー

ド利用の際に、会員に指定していただきます。ただし、1 回払い以外の支払区分は、あらかじめ会社が認めた会員が、会社が認め

た加盟店で指定できるものとします。 

2.カード利用の際に、会員が有効な支払区分の指定をしない場合には、その支払区分は、原則として 1 回払いといたします。 

第３８条（１回払い・２回払い・ボーナス一括払い） 

1 回払い・2 回払い・ボーナス一括払いの支払区分の支払日および支払金額は、つぎのとおりとします。なお、各ご利用代金に手数

料はかからないものとします。 

①1 回払いについては、締切日の属する月の翌月 27 日を支払日、ご利用額の全額を支払金額とします。 

②2 回払いについては、締切日の属する月の翌月 27 日を 1 回目の支払日、締切日の属する月の翌々月 27 日を 2 回目の支払日、

ご利用額の半額（端数は初回分に算入）を各支払金額とします。 

③ボーナス一括払いについては、別表〈ボーナス一括払いの支払日・支払金額〉に定めるとおりとします。 

第３９条（リボルビング払い） 

1.リボルビング払いは、カード利用の都度リボルビング払いを指定いただくことにより、ご利用いただけます。また、カード利用



の際に 1 回払いを指定したカードショッピングご利用代金について、会社が承認する会員が、会社の定める期日までに支払区分変

更のお申し出をされ、会社が変更を承認した場合には、そのご利用代金をリボルビング払いに変更することができます（この方法

を「リボチェンジ」といいます。）。また、２回払い・ボーナス一括払いを指定したカードショッピングご利用代金について、会社

が承認する会員が、会社の定める期日までに、会社が定める方法により支払区分変更のお申し出をされ、会社が変更を承認した場

合は、そのご利用代金（２回払いは全額）をリボルビング払いへ変更することができるものとします。支払区分をリボルビング払

いに変更した場合の手数料および支払金額等は、１回払い・２回払いからの変更の場合は、カード利用の際にリボルビング払いを

指定したものとして取扱うものとし、ボーナス一括払いからの変更の場合は、ボーナス一括払いの各支払期日の締切日にリボルビ

ング払いの指定があったものとします。なお、ボーナス一括払いからの変更のお申し出があった後、ボーナス一括払いの支払期日

の締切日までに会員資格の取消しがあった場合は、支払区分変更の申し出はなかったものとします。また、会社が承認する会員が

あらかじめ会社にお申し出をされ、会社が変更を承認した場合には、以降、１回払いを指定したカードショッピングご利用代金の

すべてをリボルビング払いに自動的に変更することができます（この方法を「リボオール」といいます。）。リボオールをご利用い

ただいた場合の手数料および支払金額等は、カード利用の際にリボルビング払いを指定したものとして取扱われます。なお、一部

の加盟店でのカードご利用代金については、リボチェンジおよびリボオールのお取扱いができない場合があります。 

2.リボルビング払いの返済方式には、元利定額方式と元金定額方式の 2 種類があり、各々次のとおりとします。 

【元利定額方式】 

毎月の締切日時点におけるリボルビング払いの元金残高に応じて、会員があらかじめ下表から指定したコースにより、下表に定め

る弁済金（毎月の支払額（元金と手数料の合計額））を、締切日の属する月の翌月以降毎月支払日にお支払いいただく方式（ただし、

締切日時点での元金残高と手数料の合計額が弁済金に満たないときはその合計額）。 

（表） 

毎月の締切日時点での残高 
翌月の弁済金 

長期コース 標準コース 短期コース 

10 万円以下 5 千円 1 万円 2 万円 

10 万円を超えて 20 万円まで 1 万円 2 万円 4 万円 

以後増加額 10 万円まで毎に 5 千円増加 1 万円増加 2 万円増加 

【元金定額方式】 

会員があらかじめ指定する毎月の支払元金（3 千円以上 1千円単位でご指定いただけます。）に、手数料を加算した金額を、締切日

の属する月の翌月以降毎月支払日にお支払いいただく方式（ただし、締切日時点での元金残高が毎月の支払元金に満たないときは、

当該元金残高と手数料の合計額）。なお、毎月の支払元金の額により、カードショッピングの分割払い・2 回払い・ボーナス一括払

い、リボルビング払い利用枠の額を制限させていただく場合があります。 

3.会員は、会社の定める期日までに変更のお申し出をされ、会社が変更を承認した場合には、前項の返済方式および元利定額方式

の場合のお支払いコースもしくは元金定額方式の場合の毎月の支払元金の金額を変更することができます。なお、元利定額方式の

お支払いコースについては、会社が別途承認した場合には、第 2 項記載の表と異なる金額区分にすることができます。 

4.会員は、会員が希望し会社が承認した場合は、ボーナス支払月にボーナス増額弁済金を加算した額をお支払いいただくことがで

きます。 

5.毎月の手数料の額は、毎月の締切日までの日々のリボルビング払いの未決済残高（付利単位 100 円）に対して、別表〈リボルビ

ング払いの手数料率〉に定める手数料率の範囲内で会社が別途会員に通知する手数料率により年 365 日（うるう年は 366 日）で日

割計算した金額を１ヶ月分とし、翌月の支払期日に後払いしていただきます。ただし、利用日から起算して最初に到来する締切日

までの期間は、手数料計算の対象としません。 

6.会員は、会社が定める手続きをとることにより、リボルビング払いに係る債務の全部または一部を繰上げて返済していただくこ

とができます。 

7.リボルビング払いの残高が 0 円で、かつリボルビング払いを指定してご利用いただいた金額が、元利定額方式の場合は弁済金の

額に、元金定額方式の場合は毎月の支払元金の額に満たない場合には、自動的に 1 回払いとして取扱われます。 

第４０条（分割払い） 

1.分割払いは次の方法で指定するものとします。 

①カード利用の都度分割払いを指定する方法 

②カード利用の際に 1 回払い・2 回払い（1 回目の支払期日の締切日前）・ボーナス一括払いを指定した後に当該代金（2 回払い

は利用額の全額）を分割払いに変更する方法。この方法は、会社が承認する会員が、会社が定める期日までに、会社が定める方

法により支払区分変更のお申し出をされ、会社が認めた場合にのみ利用できるものとします。その場合、手数料・分割支払額等

については、1 回払い・2 回払いからの変更の場合は、カード利用の際に分割払いの指定があったものとして取扱うものとし、

変更前の各支払区分の各締切日をもとに手数料計算の対象とし、ボーナス一括払いからの変更の場合は、ボーナス一括払いの支



払期日の各締切日に分割払いの指定があったものとします。なお、ボーナス一括払いからの変更のお申し出があった後で、ボー

ナス一括払いの支払期日の締切日までに会員資格の取消しがあった場合は、支払区分変更のお申し出はなかったものとします。 

2.分割払いの支払回数、実質年率、分割払手数料は、別表〈分割払いの支払回数・実質年率・分割払手数料〉のとおりとします。

ただし、24 回払いを超える支払回数は、会社が承認した場合に限り、指定することができるものとします。なお、ボーナス併用分

割払いの場合、実質年率は別表と異なります。 

3.分割払いの場合のカードショッピングの支払総額は、カードショッピングのご利用代金に前項の分割払手数料を加算した金額と

します。また、分割支払金は、カードショッピングの支払総額を支払回数で除した金額（端数は初回算入）とし、締切日の属する

月の翌月から毎月 27 日にお支払いいただきます。 

4.ボーナス併用分割払いのボーナス支払月は 1 月と 8 月とし、最初に到来したボーナス支払月からボーナス加算額をお支払いいた

だきます。この場合、ボーナス支払月の加算総額は 1 回あたりのカードショッピングご利用代金の 50％とし、分割払い期間中に到

来するボーナス支払月の回数で均等に分割（ただし、各ボーナス支払月の加算金額は 1,000 円単位とし、端数は最初に到来したボ

ーナス支払月に算入）し、その金額を月々の分割支払金に加算してお支払いいただきます。ただし、第 20 条により、分割払い期間

内にボーナス支払月が存しないこととなった場合は、ボーナス併用分割払いの指定がなかったものとしてお取扱いさせていただき

ます。 

5.会員は、会社が定める手続きを取ることにより、分割払いに係る債務を一括して繰上げて返済することができます。会員が当初

の約定どおりにカードショッピングの分割支払金のお支払いを履行され、かつ約定支払期間の中途で残金全額を一括してお支払い

いただいたときには、会員は、78 分法またはそれに準じて会社が定める計算方法により算出された期限未到来の分割払手数料のう

ち会社が定める割合による金額の払戻しを会社に請求することができるものとします。 

第４１条（遅延損害金） 

会員は、会社に対するカードショッピングによるカードご利用代金について支払債務を約定どおりに履行しなかった場合、つぎの

遅延損害金を会社にお支払いいただきます。 

①各支払区分において、弁済金等の支払いを遅延した場合、遅延した金額に対して支払期日の翌日より支払済に至るまで、年

14.6％の割合による遅延損害金。ただし、2 回払い・ボーナス一括払いの場合は残債務合計に対して、分割払いの場合は分割支

払金合計の残金に対して、商事法定利率（2020 年 4 月 1 日以降に遅滞した場合は民法の定める法定利率）を乗じて計算した額

を超えないものとします 

②1 回払いまたはリボルビング払いにおいて、期限の利益喪失の場合は、各残高の金額（リボルビング払いの場合は、経過約定

手数料を含みます。）に対して、期限の利益喪失の日の翌日より完済の日に至るまで、年 14.6％の割合による遅延損害金 

③分割払いにおいて、期限の利益喪失の場合は、分割支払金合計の残金に対して期限の利益喪失の日の翌日より完済の日に至る

まで、商事法定利率（2020 年 4 月 1 日以降に遅滞した場合は民法の定める法定利率）による遅延損害金 

④2 回払い・ボーナス一括払いにおいて、期限の利益喪失の場合は、残債務合計に対して期限の利益喪失の日の翌日より完済の

日に至るまで、商事法定利率（2020 年 4 月 1 日以降に遅滞した場合は民法の定める法定利率）による遅延損害金 

 

第３章  加盟店との取引上の問題とカード利用代金の支払い 

第４２条（加盟店との紛議等） 

1.会員と加盟店との間に生じた取引上の紛議は、会員と加盟店との間において解決していただくものとします。なお、カードの利

用により行われた加盟店との取引を、その後、加盟店との合意によって取消される場合には、その代金の精算については会社の定

める方法により行っていただきます。 

2.会員は、加盟店におけるカード利用に際し、カード番号その他会員の個人情報の窃取・悪用・売上伝票等の偽造・変造等の危険

について十分に注意するものとします。 

第４３条（見本・カタログ等と現物の相違） 

会員は、日本国内の加盟店から、見本・カタログ等により商品等を購入または提供を受けた場合において、受領または提供を受け

た商品等が見本・カタログ等と相違している場合には、その加盟店に商品等の交換または再提供をお申し出になるか、または売買

契約、役務提供契約を解除することができます。 

第４４条（支払停止の抗弁） 

1.会員は、リボルビング払いおよび分割払い・2 回払い・ボーナス一括払いにより購入した商品等（権利については割賦販売法に規

定する指定権利に限ります。）について、つぎの事由があるときは、その事由が解消されるまでの間、会社に対してその事由のある

商品等についてのお支払いを停止することができます。 

①商品等の引渡しまたは提供がないこと 

②商品等に破損・汚損・故障・欠陥その他の種類または品質、数量に関して契約の内容に適合しない場合があること 

③その他商品等の販売・提供について、加盟店に対して生じている事由があること 

2.会社は、会員から前項により支払いを停止する旨のお申し出をいただいたときは、直ちに必要な手続きをとります。 



3.会員は、前項のお申し出をなさるときは、あらかじめ加盟店との間で第 1 項各号の事由が解消するよう交渉に努めていただくも

のとします。 

4.会員は、第 2 項のお申し出をされたときは、すみやかに第 1 項各号の事由を記載した書面（資料がある場合は資料を添付してく

ださい。）を会社に提出するよう努めていただくものとします。また、会員は、会社がそのお申し出事由について調査の必要がある

と判断した場合には、その調査に協力していただくものとします。 

5.第 1 項の定めにかかわらず、つぎのいずれかにあたるときは、会員はお支払いを停止することはできないものとします。この場

合、カードの利用による取引上の紛議は、第 42 条により会員と加盟店との間において解決していただくものとします。 

①売買契約、役務提供契約が割賦販売法第 35 条の 3 の 60の第 1 項に該当するとき 

②権利を購入する場合であって、当該権利が割賦販売法に規定する指定権利以外であるとき 

③支払区分が、1 回払いのとき 

④リボルビング払いの場合で、1 回のカード利用に係る商品等の現金販売価格が 3 万 8千円に満たないとき 

⑤分割払い・2 回払い・ボーナス一括払いの場合で、1 回のカード利用に係るお支払い総額が 4 万円に満たないとき 

⑥海外加盟店でのカード利用であるとき 

⑦会員による支払いの停止が信義に反すると認められるとき 

6.会員は、会社がカードショッピングご利用代金の残高から第1項による支払いの停止額に相当する額を控除して請求したときは、

控除後のカードショッピング代金のお支払いを継続していただきます。 

 

 

第３部  キャッシング条項 

第１章  キャッシングリボ 

第４５条（キャッシングリボ） 

1.会社が審査のうえ、キャッシングリボ利用枠を設定した会員は、キャッシングリボをご利用いただけるものとします。 

2.キャッシングリボは、ご利用いただいた借入金を会社が定める一定額で毎月元利定額によりご返済いただく方式の極度額金銭消

費貸借で、会社が定めたキャッシングリボの利用枠内でご利用いただくことができます。 

第４６条（キャッシングリボの融資条件） 

1.キャッシングリボの利用枠 

キャッシングリボ利用枠は、会社が会員ごとに定めるものとします。 

2.返済方式 

キャッシングリボの返済方式は、つぎのいずれかが設定されます。なお、標準設定は、定額リボルビング方式（残高スラ゗ド型）

とします。 

①定額リボルビング方式（残高スラ゗ド型）：会社があらかじめ融資残高の額に応じて定めた返済額を、毎月の締切日における融資

残高の額に応じてご返済いただく方式 

②定額リボルビング方式：毎月の締切日の融資残高の額にかかわらず、会社があらかじめ定める一定の返済額をご返済いただく方

式 

3.利率および利息の計算 

会員は、キャッシングリボによる融資金に対して、別表〈キャッシングリボ、海外キャッシュサービスの利率等〉に定める利率の

範囲内で会社が別途会員に通知する利率（ただし、会社が会員ごとに定めたキャッシング利用枠にもとづき適用される、利息制限

法に定める上限利率を超えないものとします。）による利息を会社にお支払いいただきます。 ②毎月の利息額は、付利単位を 100

円とし、毎月の締切日までの日々の融資残高に対して前号の利率を乗じ、1 年を 365 日（うるう年は 366 日）として日割計算した

金額の 1 ヶ月分の合計額とし、締切日の属する月の翌月 27日に後払いでお支払いいただきます。 

4.融資申込み方法 

キャッシングリボによる融資のお申込みは、会社指定の ATM 等に暗証番号を入力して会社が定める操作をしていただく方法、コ

ンピューター等を利用した通信でのお申込みによる方法のいずれかにより行っていただくものとします。 

5.融資方法 

会社は、融資のお申込みをいただく都度、会員の審査を行い、承認した場合に融資を実行するものとします。 ②会社指定の ATM

等をご利用の場合は、融資金を現金で会員に直接交付して融資を実行いたします。また、コンピューター等を利用した通信でお申

込みの場合は、お支払い口座に融資金を振込むことにより融資を実行いたします。なお、融資日は、それぞれ、現金の交付日、お

支払い口座への振込日とし、利息計算上、ご融資日はご融資期間に含まないものとします。 

6.融資金額 

1 回あたりの融資額は、1 万円以上とし、1 万円単位とします。 

7.返済額 



毎月の返済額は、返済元金と経過利息の合計額とし、キャッシングリボ利用枠に応じて会社があらかじめ定めて会員に通知する額

とします。なお、返済額については、会社が個別に通知する場合を除き、別表〈キャッシングリボ毎月のご返済額〉に定めるとお

りとします。ただし、会員が希望され、会社が承認した場合は、返済額の変更またはボーナス月増額返済方式への変更を行うこと

ができるものとします。 

8.返済日・返済開始日 

キャッシングリボの返済は、融資実行日の属する月の翌月 27 日から開始するものとし、以降毎月 27 日を返済日とします。なお、

返済日が金融機関休業日の場合はその翌営業日とします。 

9.返済方法 

第 18 条に記載の返済方法のほか、別途会社が定める方法により、会社が指定する ATM 等から入金することにより、返済すること

ができます。 

10.繰上げ返済 

会員は、会社が別に定める手続きをとることにより、キャッシングリボの融資金の全部または一部を繰上げて返済することができ

ます。現在ご利用可能な繰上返済の方法および条件は、別表〈繰上返済の可否および方法〉に定めるとおりとします。 

11.遅延損害金 

キャッシングリボの返済が遅延した場合は、遅延した金額に対し、支払日の翌日から支払済みに至るまで、また期限の利益を喪失

した場合は、残債務元金全額に対して、期限の利益喪失日の翌日から完済に至るまで年 20.0％の割合による遅延損害金をお支払い

いただきます。 

12.資金使途 

キャッシングリボの資金使途は生計費資金とします。ただし、会員が、個人事業主の場合の資金使途は、生計費資金および事業性

資金とします。 

13.有効期限 

キャッシングリボの有効期限は、カードの有効期限と同様とし、カードが更新されたときは更新後のカードの有効期限まで延長さ

れ、以後も同様とします。ただし、会社が必要と認めたときは、いつでもキャッシングリボ取引を終了させることができるものと

します。  

第４７条（提携金融機関の現金自動預払機等のご利用時の手数料） 

1.会社の提携金融機関が日本国内に設置している ATM 等を利用してキャッシングリボによる借入れ、または臨時に返済される場合

で、その金融機関が利用手数料を徴収するときは、会員に、これを負担していただきます。利用手数料は、キャッシングリボの融

資金等のご返済と同時に会員から会社にお支払いいただき、会社から当該金融機関に対して支払うものとします。 

2.ATM 等の利用手数料の会員負担額は、借入金または返済金（以下「借入金等」といいます。）が 1 万円以下の場合は 110 円（税

込）、借入金等が 1 万円を超える場合は 220 円（税込）とします。 

第４８条（利用枠の変更・融資の中止） 

1.会社は、会員のお支払い状況、信用状況の変化などにより必要と認めた場合には、いつでも、キャッシングリボ利用枠の減額、

同利用枠内の新たな融資の中止を行うことができるものとします。 

2.会社は、貸金業法にもとづき、会員に源泉徴収票その他資力を明らかにする書面の提出を求めることができるものとし、会社が

定める期間内に当該書面の提出がないときには、キャッシングの利用枠を減額し、またはキャッシングの利用を停止することがで

きるものとします。 

3.前項の取扱いは、海外キャッシュサービス利用枠についても同じとします。 

第４９条（キャッシングリボ取引終了の申出） 

キャッシングリボの取引を終了する場合は、書面でお申し出いただくものとします。この場合、融資金の残金があるときは、その

金額と利息をお支払いいただきます。この場合の利息は第 46 条第 3 項に従い、1 年を 365 日（うるう年は 366 日）とした日割計

算によるものとします。 

 

第２章  海外キャッシュサービス 

第５０条（海外キャッシュサービス）  

1.海外キャッシュサービスは、日本国外においてご利用いただいた借入金を締切日の属する月の翌月 27 日に 1 回でご返済いただく

方式の金銭消費貸借で、会社が定める海外キャッシュサービスの利用枠内でご利用いただくことができます。 

2.会員は、つぎのいずれかの方法で、会社から、海外キャッシュサービスによる現金のお借入れをご利用いただくことができるも

のとします。 

①会社が指定する日本国外の ATM 等に暗証番号を入力して会社が定める操作をしていただく方法 

②Visa ゗ンターと提携した日本国外の金融機関の本支店のうち会社の指定する店舗においてカードを提示し、その金融機関が定

める伝票にご署名いただく方法 



3.会社は、現金を会員に直接交付して海外キャッシュサービスによる融資を実行するものとします。この場合、会社が現金を現地

通貨で交付した場合であっても、海外キャッシュサービスの借入金元金は、第 19 条の定めにより換算された日本国の円貨とします。 

第５１条（海外キャッシュサービスの利息） 

 会員は、海外キャッシュサービスの借入金に対して、別表〈キャッシングリボ、海外キャッシュサービスの利率等〉に定める利率

（年 365 日（うるう年は 366 日）の日割計算とし、付利単位 100 円とします。）による利息をお支払いいただきます。ただし、会

社が会員ごとに定めたキャッシング利用枠にもとづき適用される、利息制限法に定める上限利率を超えないものとします。 

第５２条（海外キャッシュサービスの借入金のお支払い） 

1.海外キャッシュサービスの借入金は、毎月の締切日までの借入金と借入日の翌日から支払日までの経過利息との合計額を、借入

日の属する月の翌月 27 日に、第 18 条に定める方法でお支払いいただきます。 

2.会員は、会社が別途定める手続きをとることにより、海外キャッシュサービスの借入金の全部または一部を繰上げて返済するこ

とができます。 

3.海外キャッシュサービスの借入金は、別途会社が定める方法により、会社が指定する ATM 等から入金することにより、返済する

ことができます。 

第５３条（遅延損害金） 

会員が、海外キャッシュサービスのお支払いを遅延された場合は、支払元金に対し支払日の翌日から完済の日に至るまで、また期

限の利益喪失の場合は期限の利益喪失の日の翌日から完済の日に至るまで、年 20.0％の割合を乗じて算出した額を遅延損害金とし

て会社にお支払いいただきます。 

第５４条（海外キャッシュサービス利用時の ATM等利用手数料） 

会員は、海外クレジット会社等が設置する ATM 等を利用して現金を借受け、または会社の提携金融機関が日本国内に設置してい

る ATM 等を利用してこれを返済される場合においても、第 47 条の定めに従い、ATM 等利用手数料の会員負担額を会社にお支払

いいただきます。 



【別 表】 

〈ボーナス一括払いの支払日・支払金額〉 

ご利用期間（取扱期間） 支払日 支払金額 

前年 12 月 16 日から 

当年 6 月 15 日までのご利用 
当年 8 月 27 日 ご利用額の全額 

当年 7 月 16 日から 

当年 11 月 15 日までのご利用 
翌年 1 月 27 日 ご利用額の全額 

ただし、ご利用の期間は加盟店により若干異なる場合があります。 

 

〈分割払いの支払回数・実質年率・分割払手数料〉 

支払回数（回） 3 5 6 10 12 15 18 

支払期間（ヶ月） 3 5 6 10 12 15 18 

実質年率（％） 14.25 15.75 16.25 17.00 17.25 17.50 17.50 

利用代金 100 円あたりの 

分割払手数料の額（円） 
2.40 4.00 4.80 8.00 9.60 12.00 14.40 

 

支払回数（回） 20 24 30 36 48 60 

支払期間（ヶ月） 20 24 30 36 48 60 

実質年率（％） 17.50 17.50 17.50 17.25 17.00 16.75 

利用代金 100 円あたりの 

分割払手数料の額（円） 
16.00 19.20 24.00 28.80 38.40 48.00 

ボーナス併用支払いの場合は、実質年率は異なります。 

カード利用の都度分割払いを指定する方法では、30 回・36 回・48 回・60 回はご利用いただくことができません。 

 

〈リボルビング払いの手数料率〉 

名称 実質年率 

リボルビング払い 実質年率 12.00〜18.00％ 

 

〈リボルビング払いのお支払い例〉 

■元利定額方式■ 

（標準コース、実質年率 18.00％の場合） 

10 月 15 日に 30,000 円ご利用の場合 

◆初回（11 月 27 日）お支払い（ご利用残高 30,000 円） 

（1）手数料 …ありません 

（2）支払元金 …10,000 円 

（3）弁済金 …10,000 円((2)) 

（4）支払後残高 …30,000 円-10,000 円＝20,000 円 

◆第 2 回（12 月 27 日）お支払い（ご利用残高 20,000 円） 

（1）手数料（11 月 1 日から末日までの分。支払日をまたぐので元本が途中で変わります） 

…30,000 円×18.00％×27 日÷365 日〒20,000 円×18.00％×3 日÷365 日＝429 円 

（2）支払元金 …9,571 円((3)10,000 円〓(1)429 円) 

（3）弁済金 …10,000 円 

（4）支払後残高 …10,429 円(20,000 円〓(2)9,571 円) 

 

■元金定額方式■ 

（毎月のお支払元金を 5,000 円に指定し、かつ実質年率 18.00％の場合） 

10 月 15 日に 30,000 円ご利用の場合 

◆初回（11 月 27 日）お支払い（ご利用残高 30,000 円） 

（1）手数料 …ありません 

（2）支払元金 …5,000 円 



（3）弁済金 …5,000 円((2)) 

（4）支払後残高 …30,000 円〓5,000 円=25,000 円 

◆第２回（12 月 27 日）お支払い（ご利用残高 25,000 円） 

（1）手数料（11 月 1 日から末日までの分。支払日をまたぐので元本が途中で変わります） 

…30,000 円×18.00％×27 日÷365 日〒25,000 円×18.00％×4 日÷365 日＝436 円 

（2）支払元金 …5,000 円 

（3）弁済金 …5,436 円((1)436 円〒(2)5,000 円) 

（4）支払後残高 …20,000 円(25,000 円〓(2)5,000 円) 

 

〈分割払いのお支払い例〉 

現金価格50,000円、10回払いの場合 

（1） 分割払手数料 …50,000円×(8.00円÷100円)＝4,000円 

（2） 支払総額 …50,000円+4,000円=54,000円 

（3） 分割支払金 …54,000 円÷10 回＝5,400 円 

 

 

〈キャッシングリボ、海外キャッシュサービスの利率等〉 

名称 利率 返済期間・返済回数 

キャッシングリボ 
実質年率 

9.60~17.88% 

【利用枠】 

1 万円〜50 万円 

【返済期間】 

融資実行日から融資金額と利息を完済するまでの期間 

【返済回数】 

返済期間内に返済する回数（利用枠内で新たにお借入れされた場合や、

繰上返済された場合には融資残高が増減するため、返済期間、返済回

数は変更されます） 

【返済例】 

貸付金額 100,000 円、返済額 10,000 円 

利率 17.88％（実質年率）の場合 

12 ヶ月、12 回、返済金額 109,630 円（内利息 9,630 円） 

海外キャッシュサービス 
実質年率 

15.00~17.88% 

【利用枠】 

1 万円〜50 万円 

【返済期間】 

27 日〜57 日（ただし暦による） 

【返済回数】 

1 回 

【返済例】 

7 月 15 日に 1000US ドルを利用し、利率 17.88％換算レート 1US ドル

100 円の場合 

返済日：8 月 27 日 

返済金額：102,106 円（内利息 2,106 円） 

計算方法：1000US ドル×100 円×17.88％×43 日/365 日 

担保・保証人不要 

 

〈キャッシングリボ毎月のご返済額〉 

ご融資残高 ご返済額 

〜200,000 円 10,000 円 

200,001〜400,000 円 15,000 円 

400,001〜500,000 円 20,000 円 

 



〈繰上返済の可否および方法〉 

 リボルビング払い 分割払い キャッシングリボ 
海外キャッシュ 

サービス 

当社が別途定める期間において、当社

の提携金融機関の日本国内のＡＴＭ等

から入金して返済する方法 

○ × ○ 
○ 

（全額返済のみ可） 

当社が別途定める期間に事前に当社に

申し出ることにより、支払期日に口座

振替により返済する方法 

○ 
○ 

（全額返済のみ可） 
○ × 

当社が別途定める期間に事前に当社に

申し出のうえ、振込等により当社指定

口座へ入金する方法 

（振込手数料は負担いただきます） 

○ 
○ 

（全額返済のみ可） 
○ ○ 

 

〈ご相談窓口〉 

1.商品等についてのお問い合わせ・ご相談は、カードを利用された加盟店にご連絡ください。 

2.カードの利用代金のお支払いに関するお問い合わせ・ご相談は、下記メンバーズデスクまでご連絡ください。 

＊メンバーズデスク＋ 

電話番号 0570-06-7070 または 03-5363-2075 

3.支払停止の抗弁に関する書面（第 44 条第 4 項）その他本規約についてのお問い合わせ・ご相談は、下記お客様相談室までご連絡

ください。 

＊お客様相談室＋ 

所在地 〒160-8486 東京都新宿区新宿 5 丁目 3 番 1 号 

電話番号 03-6273-0326 

当社が契約する貸金業務にかかる指定紛争解決機関 

名称：日本貸金業協会 貸金業相談・紛争解決センター 

所在地：〒108-0074 東京都港区高輪 3-19-15 

電話番号：03-5739-3861 

 

 

株式会社ゴールドポ゗ントマーケテゖング 

関東財務局長（6）第 01478 号 

規-001㉛（20261022） 

 

 


